
人事行政の運営等の状況の公表について 

 

桜川市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第６条の規定により，令

和２年度の人事行政の運営等の状況について下記のとおり公表します。 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況（単位：人） 

 

① 職員採用の状況（令和３年４月１日現在） 

区 分 新規採用 再任用 

一般行政職（任期付職員含む） ２５人 ２８人 

技能労務職 ０人 ４人 

※再任用・・・定年退職後に再任用された職員 

 

② 退職の状況（令和２年度） 

区 分 定年 勧奨 その他 計 

一般行政職（任期付職員含む） ９人 ４人 ７人 ２０人 

技能労務職 １人 ０人 ０人 １人 

 

③ 職員数の状況 

年度 H31.4.1 R2.4.1 R3.4.1 

職員数 ３８１人 ３６８人 ３７４人 

※特別職、再任用職員を除く 

 

④ 年齢別職員構成の状況（令和３年４月１日現在） 

区 分 
20 歳 

未満 

20 歳  

～ 

24 歳 

25 歳

～ 

29 歳 

30 歳 

～ 

34 歳 

35 歳

～ 

39 歳 

40 歳

～ 

44 歳 

45 歳

～ 

49 歳 

50 歳 

～ 

54 歳 

55 歳 

～ 

59 歳 

60 歳

以上 
計 

職員数 
人 

2 

人 

23 

人 

66 

人 

81 

人 

43 

人 

34 

人 

47 

人 

33 

人 

45 

人 

0 

人 

374 

※特別職、再任用職員を除く 

  



⑤ 等級及び職制上の段階ごとの職員数（令和３年４月１日現在） 

ア 行政職給料表 ※再任用職員含む 

職

務

の

級 

基準となるべき職務 

合 計 内 訳 
職制上の

段階 人 ％ 職 名 人 

1

級 

１ 主事の職務 94 23.6 主事 

保育教諭 

92 

2 

係員級 
2

級 

１ 主任の職務 

２ 行政専門員の職務 

（再任用短時間勤務職員） 

112 28.1 主任 

保育教諭 

行政専門員 

77 

7 

28 

3

級 

１ 主幹の職務 46 11.6 主幹 

保育教諭 

41 

5 
主幹級 

4

級 

１ 係長の職務 

２ 主査の職務 

39 9.8 係長 

主査 

保育教諭 

30 

2 

7 

係長級 

5

級 

１ 課長補佐の職務 

２ 課内室長の職務 

３ 農業委員会事務局長補佐の職務 

４ 副園長の職務 

５ 所長補佐の職務 

６ 副参事の職務 

57 14.3 課長補佐 

課内室長 

農委事務局長補佐 

副園長 

所長補佐 

副参事 

49 

2 

1 

1 

1 

3 

課長補佐級 

6

級 

１ 次長の職務 

２ 課長の職務 

３ 農業委員会事務局長の職務 

４ 園長の職務 

５ 所長の職務 

６ 室長の職務（課内室長を除く） 

７ 参事補の職務 

39 9.8 次長 

課長 

農委事務局長 

園長 

所長 

参事補 

13 

22 

1 

1 

1 

1 

課長・ 

次長級 

7

級 

１ 部長の職務 

２ 市長公室長の職務 

３ 会計管理者の職務 

４ 議会事務局長の職務 

５ 参事の職務 

11 2.8 部長 

市長公室長 

会計管理者 

議会事務局長 

 

8 

1 

1 

1 

 

部長級 

合 計 398 100.0   

※ 表中の割合（％）については表示単位未満を四捨五入 

 



イ 就業規則給料表 

職務の級 基準となるべき職務 
合 計 内 訳 

人 ％ 職 名 人 

1 級 

１ 電話交換手の職務 

２ 一般技能職員（物の製造若し

くは修理又は機器の運転若し

くは操作に従事する職員をい

う。以下同じ。）の職務 

３ 調理等の家政的業務を行う

職員の職務 

４ 自動車運転手の職務 

５ 用務員、労務作業員等の職務 

4 50.0 調理員（再任

用短時間勤務

職員） 

事務補（再任

用短時間勤務

職員） 

3 

 

 

1 

2 級 

１ 相当の技能又は経験を必要

とする電話交換手の職務 

２ 相当の技能又は経験を必要

とする一般技能職員の職務 

３ 相当の技能又は経験を必要

とする家政職員の職務 

４ 相当の技能又は経験を必要

とする自動車運転手の職務 

５ 特に困難な業務を行う用務

員等の職務 

0 0   

3 級 

１ 電話交換手を直接指揮監督

する職員の職務 

２ 一般技能職員を直接指揮監

督する職員の職務 

３ 家政職員を直接指揮監督す

る職員の職務 

４ 自動車運転手を直接指揮監

督する職員の職務 

５ 高度の技能又は経験を必要

とする自動車運転手の職務 

4 50.0 事務補 

調理員 

2 

2 

 

合 計 
8 100.0  

 

 



２ 職員の人事評価の状況（令和２年度） 

  人材育成の視点に立った能力・業績重視の人事管理の一層の実現を図るこ

とを目的に、職員に必要とされる能力や態度、仕事の成果を評価基準として、

平成２３年度から人事評価制度を導入しています。 

  令和２年度においては、以下のとおり人事評価を実施しました。 

  対象者：管理職員、全部局の行政職職員、技能労務職員及び再任用職員 

 

３ 職員の給与の状況（令和２年度）           

① 特別職等 

区 分 報酬（給料） 
期末手当 

6 月期 12 月期 合計 

市 長 834,000 円 

１．７０月分 １．６５月分 ３．３５月分 

副市長 644,000 円 

教育長 580,000 円 

議 長 334,000 円 

副議長 306,000 円 

議 員 293,000 円 

 

② 人件費の状況（一般会計） 

区分 歳出額Ａ 人件費Ｂ うち職員給 人件費率Ｂ/Ａ 

令和元年度 17,034,707 千円 2,593,977 千円 1,747,322 千円 15.2% 

平成 30 年度 18,721,909 千円 2,611,054 千円 1,758,588 千円 13.9% 

 

③ 職員給与費の状況（一般会計） 

区分 
職員数 

Ａ 

給 与 費 一人当た

り給与費 

Ｂ/Ａ 
給料 職員手当 

期末・ 

勤勉手当 
計Ｂ 

令和 

元年度 
338 人 

千円 

1,200,523 

千円 

137,774 

千円 

481,365 

千円 

1,819,662 

千円 

5,793 

平成 

30 年度 
342 人 

千円 

1,207,440 

千円 

130,450 

千円 

477,486 

千円 

1,815,376 

千円 

5,777 

 

④ 職員の平均年齢及び平均給料月額の状況（令和２年４月１日現在） 

平均年齢 平均給料月額 

39.5 歳 287,300 円 

 



４ 職員の勤務時間その他の勤務の状況 

① 勤務時間（令和２年４月１日現在）  

１週間の 

勤務時間 

勤務時間の割り振り 

始業 終業 休憩時間 週休日 

38 時間 45 分 8：30 17：15 12：00～13：00 土・日曜日 

 ※勤務条件等に関する調査より 

② 休暇の状況（令和２年） 

総付与日数 総取得日数 対象職員数 平均取得日数 消化率 

10,263.0 日 3,044.0 日 264 人 11.5 日 29.7% 

※勤務条件等に関する調査より 

 

５ 職員の休業の状況 

① 育児休業（令和２年度） 

ア 育児休業の取得者数（令和２年度の新規取得者）     （単位：人） 

区 分 
育児休業

取得者数 

育児休業承認期間別の内訳 

6 月以下 6 月超え 

1 年以下 

1 年超え 

1年6月以下 

1年6月超え 

2 年以下 

2 年超え 

2年6月以下 

2 年 6 月超 

男性職員 ２ ２ ０ ０ ０ ０ ０ 

女性職員 ９ ０ ２ ４ ２ ０ １ 

合計 １１ ２ ２ ４ ２ ０ １ 

 

イ 部分休業の取得者数（令和２年度の新規取得者）    （単位：人） 

区 分 
部分休業

取得者数 

育児部分休業承認期間別の内訳 

1 年以下 1 年超え 

2 年以下 

2 年超え 

3 年以下 

3 年超え 

4 年以下 

4 年超え 

5 年以下 

5 年超 

男性職員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

女性職員 １ １ ０ ０ ０ ０ ０ 

合計 １ １ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

ウ 育児短時間勤務者数（令和２年度の新規取得者）  （単位：人） 

区 分 
部分休業

取得者数 

育児短時間勤務承認期間別の内訳 

3 月以下 3 月超え 

6 月以下 

6 月超え 

9 月以下 

9 月超え 

男性職員 ０ ０ ０ ０ ０ 

女性職員 ０ ０ ０ ０ ０ 

合計 ０ ０ ０ ０ ０ 



② 介護休暇（令和２年度）                （単位：人） 

区 分 
介護休暇

取得者数 

介護休暇承認期間別の内訳 

1 月以下 1 月超え 

2 月以下 

2 月超え 

3 月以下 

3 月超え 

4 月以下 

4 月超え 

5 月以下 

5 月超 

男性職員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

女性職員 １ ０ １ ０ ０ ０ ０ 

合計 １ ０ １ ０ ０ ０ ０ 

 

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

① 分限処分（令和２年度）                （単位：人） 

処 分 事 由 免職 降任 休職 降給 計 

勤務実績が良くない場合 ０ ０   ０ 

心身の故障の場合 ０ ０ １０  １０ 

職に必要な適格性を欠く場合 ０ ０   ０ 

職制等の廃職により過員が生じた場合 ０ ０   ０ 

刑事事件に関し起訴された場合   ０  ０ 

合 計 ０ ０ １０  １０ 

② 懲戒処分（令和２年度）                （単位：人） 

処 分 事 由 免職 停職 減給 戒告 計 

法令に違反した場合 ０ ０ ０ ０ ０ 

職務上の義務又は職務を怠った場合 ０ ０ ０ １ ０ 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 ０ ０ ０ １ ０ 

合 計 ０ ０ ０ ２ ２ 

 

７ 職員の服務の状況 

① 職務に専念する義務の免除の状況 

事 由 件数 

厚生事業のため 16 

団体事務兼業のため 12 

消防団活動のため 25 

中学生体育大会審判員派遣のため 9 

幼稚園教諭免許更新講習のため 1 

 

② 営利企業等の従事許可の状況 

事 由 件数 

団体事務兼業のため 12 



８ 職員の退職管理の状況 

 桜川市では市職員（部長職以上）の再就職について、「桜川市職員の退職管理

に関する規則」を定め、再就職状況の公表を行うなど、その透明性及び信頼性の

確保に努めています。 

① 対象者 

 公表前年度に退職した外郭団体等へ再就職した部長職以上の職員 

② 営業活動の制限について 

 登録業者等に再就職した職員に対し、本市退職後２年間は、退職前５年間に担

当していた業務に関連する営業活動を行うことを禁止しています。 

③ 再就職者の概要                    （単位：人） 

退職時 

退 位 
退職者数 

再就職先 
再就職者

合 計 
本市再任用

職員 

市会計年度

任用職員 

外郭団体等 民間企業等 

部長級 ３ ３ ０ ０ ０ ３ 

④ 令和２年度に退職した対象職員のうち、営利企業等への再就職者はいません

でした。 

  



９ 職員の研修の状況（令和 2年度） 

① 茨城県自治研修所研修 

研 修 名 修了者数（人） 

自主研修 

促進研修 

研修担当者レベルアップ研修 １ 

文書事務講師養成研修 １ 

接遇講師養成研修 １ 

特別研修 

地方自治講座 １ 

民法講座 １ 

政策形成基礎講座 １ 

シティプロモーション講座 １ 

クレーム対応能力向上講座 １ 

業務マニュアル作成力向上講座 ２ 

女性職員キャリアデザイン講座 ２ 

ＯＪＴ研修 ２ 

ファシリテーション講座 １ 

マイナンバー制度講座 １ 

地方公会計基礎講座 １ 

階層別研修 

新規採用職員課程 １３ 

主事・主任級課程 ２５ 

新任課長補佐課程 １９ 

新任課長課程 １６ 

新任部長等課程 ８ 

合  計 ９８ 

 

② 県西都市人事協議会研修 

研 修 名 修了者数（人） 

ＪＳＴ（監督者第一部課程）研修 ６ 

 

③ 職場内研修 

研 修 名 主な研修内容 修了者数（人） 

人事評価研修 
被評価者研修 １４ 

新任評価者研修 １９ 

情報セキュリティ研修 ｅラーニングによる情報セキ

ュリティ研修 

４０６ 

※再任用職員含む 

新規採用者向け研修 基礎知識、実務研修など １３ 

若手職員研修 キャリアデザインなど ２１ 



１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

① 茨城県市町村職員共済組合の主な事業 

事 業 名 内 容 

短期給付事業 病気・ケガ、出産、休業、災害、死亡などの際に、組合

員とその家族に保健医療などの必要な給付を行う事業 

長期給付事業 組合員の退職、障害、死亡の際に、年金や一時金を給付

する事業 

福祉事業 健康保持増進事業（健康診査など）や保養所の運営、住

宅資金等の貸付けなどの事業 

 

②厚生福利事業の概要 

ア 職員の健康診断の状況（令和２年度） 

・定期健康診断 受診者数 ３６９人（再任用職員・会計年度任用職員を含む） 

・人間ドッグ  受診者数 １６７人 

イ 公務災害補償の状況（令和２年度） 

 一般職 技能労務職員 計 

認定件数 ３件 ０件 ３件 

職員が公務上の災害（負傷，疾病，障がいまたは死亡）または通勤による災害

を受けた場合に，その災害によって生じた損害を補償し，必要な福祉事業を行う

ことにより，被災職員およびその家族の生活の安定と福祉の向上に寄与するこ

とを目的としています。 

 

１１ 苦情処置、措置要求及び審査請求の状況について 

① 勤務条件に関する措置の要求の状況 

継続件数 受理件数 
左記案件(Ａ＋Ｂ)に対する処理状況 

処理件数 継続件数 

０ ０ ０ ０ 

 

② 不利益処分に関する審査請求の状況 

継続件数 受理件数 
左記案件(Ａ＋Ｂ)に対する処理状況 

処理件数 継続件数 

０ １ １ ０ 

 

 


